
l編 集 後 矧

今日､我が国にとって世界の国々との距離が著しく近づいている｡例えば､海外

で起こるイベントや事件のニュースは瞬時に伝わってくる｡一昔前には､閉鎖的な

情報システムや限られた情報技術などの理由から､そういうことは考えられなかっ

た｡あるいは別な例を引けば､ビジネスにおいては外国企業の経営が破綻すれば日

本資本がそれを買収し､逆に日本企業の経営が破綻すれば､外資がその企業を買い

取る機会が増えている｡ビジネス環境は最早必然的に国の内外に及ぶとも言えよう｡

したがって､ビジネス ･マネジメントを研究するうえで､変化に対応する力が求め

られる｡

国際経営研究所の機関誌として 『国際経営フォーラム』を豊かにするダイナミズ

ムは､言うまでもなく､研究所員を中心とした研究の成果や調査を纏めあげること

だが､本号もそうした活動の息吹が如実に伝わる形で上梓されたことは編集者とし

て大きな喜びである｡執筆者各位にお礼を申し上げたい｡

本誌No.15は､その特集である ｢地域の時代とビジネス革新｣をはじめとして､そ

の内容は多岐にわたる｡地域に根ざしたビジネスが､延いては世界-向け躍進する

ことになる場合が多々ある｡ある意味では､地域時代がグローバル時代を誘う｡そ

れは例えば､周知のごとく我が国の ｢町工場｣のなかに､世界ナンバーワンといえ

るものが少なくないからである｡にもかかわらず現在､世界的な流れになっている

経済構造の変革のなかで､とりわけ世界的に注目されていた日本的経営は岐路に立っ

ていると言えるかもしれない｡今日の低成長時代において､地域に着目し地域と共

に生きるビジネスの創造は､言ってみれば原点に立ち返り､新たな豊かさを模索す

るうえで大変興味深い｡

そのほか､本誌には経営環境､会計､ロジスティクス､情報､企業戦略､英語教

育等に関する示唆に富み､時宜に適った論考や市民講座等の意義深いレポー トが盛

り込まれている｡市民大学は地域との連携プレーの産物であり､こうした講座が引

き続き開かれることが望まれる｡教育ノー トは､本学経営学部の発展に直接結びつ

くものとして重要である｡それゆえ､こうした成果は研究所のみならず､地域に根

ざした経営学部の発展にも繋がるため､今後とも本誌を研究発表の場として大いに

活かしていただければ幸いである｡

ここに掲載された玉稿のテーマから窺えるように､研究所員の専門分野や研究分

野は多種多様であるかもしれないが､逆に言えば､そうだからこそ本誌に厚みを増

すと言うことができる｡本号の研究成果を講義やフォーラム等さまざまな場で活用

していただけることを期待するとともに､次号においても多くの論文を寄せていた

だくことをお願申し上げたい｡

(金谷良夫)
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